
令和6年度 第2回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

川棚川総合開発事業
石木ダム建設事業

河川 -4

事業主体 長崎県

再評価後5年経過
社会経済情勢の変化
(工期変更・事業貴変更)

再評価
の理由

再評価対象事業
●県河川課が管理するダム
35ダムが完成
0県が建設を進めているダム
石木ダム oH棚川総合開発事業)
浦上ダム (長崎水害緊急ダム建設事業)

0国が建設を進めているダム
本明川ダム

母爾
一瀞顧
ド

木ダム

弯

位 置

=Frf
千    4■・

ム建設事業 潮上ダム

H

“

1.再評価の審議経過

2.事業計画変更について.

3.事業の概要
>川棚川流域の概要
>石木ダムの位置 ..
>石木ダムの目的 ..
>ダムの諸元 .… …
>事業計画と進捗状況

4事業の必要性等
>目 的 :洪水調節 ._._..
川棚町の過去の洪水被害..

>目 的 :流水の正常な機能維持

5事業の経緯    ,
>主な経緯 ._._.― ・…・― ―
>事業説明会等の主な開催状況 ._
>用地取得と土地収用法の手続き状況
>訴訟関係 ._._.― ・―・― ―

6事業の進捗状況
>事業の進捗状況 ._._.― ― ―・・16
ダム本体工事日付替県道工事の進捗状況 16
川棚川の改修状況.… ._.,― ・… Ⅲ17
進抄率.… ._.― ・― ― ・…・―・ 18

7.事業計画の変更
>工期の変更 ._._.… ・―・―・… 19
>事業費の変更 ._… Ⅲ… … ・―・… 22
事業進捗により判明した要因による増..23
工期延長に伴う増._.__・ ―・…・27
社会的要因の変更による増.__.… ・28
リスク対策による増._._.― ・― … 30

8.事業の必要性等 (事業の投資効果)

9,代替案立案の可能性
>治水 ._._.― ・―・
>流水の正常な機能の維持

２

　

３

４

５

６

７

８

9

10

11

12

13
14
15

１

　

　

　

３

４

　

５

３

　

　

　

３

３

　

３

1

10.対応方針 (原案 )



1.再評価の審議経過
川棚川総合開発事業 (石木 ム)の経緯

事業資の負担割合
利水 100館 円
(1/2～ 1/3
厚生労働省補馳)

(1/

35%

治水 185億 円
2国土交通省補RO)
65%

利水 147億 円
(1/2～ 1/3
厚生労働省・

35%

冶水 27

事業費の負樫割合

(1/
65%

工 期
審議経過 再評価の理由

着エ 完 了

事業費
(億円)
B/C 概 要

S48 H20 160 198 複合ダム(重力武コンクリートダム・ロックフィル)
ダム高H=58 5m V=229,000ma第1回審議(H10新規評価) 10年間継続

第2回春麟(H15) 再評価後5年経過 S48 H20 297 118 【前回評価からの変更概要】S48以降の単価上昇
及び消費税の導入に伴う事業費増観

第3回審臓(H16)
、ヽ平成17年度に再審議」

事業の経過報告
「ダム規模の見直しを行し

第4回審議(H17)
事業の経過報告
「河川整備計画検討委員会途中経過報告J

第5回審醸(H18) 事業の経過報告
「河川整備計回検討委員会経過報告J

川棚川水系河川整備計画同意の報告 S48 H28 285 143
複合ダム(重力武コンクリートダム・ロックフィル)
ダム高H=554m堤 頂長L=4400m
【前回評価からの変更概要】利水容量の減(6万 ma
→4万m3)に伴うダム高の変更及び事業費減額

第6回審議(H19)

第7回審醸(H23) 社会経済情勢の変化(ダム検証) S48 H28 285 127

重力武コンクリートダム
ダム高H=554m堤 頂長L=2340m
【前回評価からの変更概要】
ダム高の変更に伴うダム型武変更

第8回審議(H27) 社会経済情勢の変化(工期変更) S48 H34 285 125 【前回評価からの変更概要】
付瞥県道工事の遅れに伴う工期延長

第9回春醸(Rl) 社会経済情勢の変化(工期変更) S48 【前回評価からの変更概要】
付着県道工事の遅れに伴う工期延長

第10回審議(R6:今回)
再評価後5年経過
社会経済情勢の変化(工期変更,事業費増額)

S48 R14 420 1 11
【前回評価からの変更概要】
付管県道工事の遅れ・働き方改革に伴う工期延長
物価上昇やリスク対策費の追加等に伴う事業費増
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2.事業計画変更について <事業費 。工期>

総事業資

285億円

長崎県

国土交通省

925+意円

厚生労働省

約4119円

総事業資
妃 O億 F]

長摘県

l主世 l早市

□土交

L王二今1岳省
,355イξ司

●石木ダムの総事業費を、物価上昇やリスク対策費の追加などにより、285億円から420億円に変更します。
これにより、治水負担分が88億円の増、利水負担分が47億円の増となります。
●工期については、付替県道工事の遅れや建設業における働き方改革対応などのため、完成工期を令和 14年度
まで7年間延長します。

事業費の変更
1

1.事業造捗により判明した要因による増 →約67億円
①測量設計資の増           ⇒約29億円
②基礎処理計画範囲の追加による増   →約18億円
③工事現場内の安全対策等を考慮した仮設工の追加

⇒約10億円
④切土掘削法面の追力B対策による増   ⇒約10億円
2.工期延長に伴う増          ⇒約12億円
◎働きフj改革等による工期延長に伴う増 ⇒約11億円
⑥測量設計資の増           ⇒約 1億円
3.社会的要因の変更による増      ⇒約37億円
⑦公共工事関連単価等の見直しによる増 ⇒約32億円
◎消費税率の変更による増       ⇒約 5億円

さ 輸 10倍 田

⇒約19億円◎リスク対策費によるJ曽

と4

工 種 平歳lo年度 ,莉元年度 令耳同2年度 令和3年慶 令れ4年虜 令和5年嵐 令和6年寵 令和,年度

用通取得

ム本体工事

石木ダム事業の工程
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3.事業の概要 <サ II棚 ,II流頭の概要>

佐世保市

●川棚川は、長崎県の中央部に位置する川棚町の一部と波佐見町の全域を流域とし、県が管理する三級河川
の水系です。
●流域面積は81.4km2(県 内の三級河川で佐′マ川に次いで第2位)、 河川延長は19,4km(県 内の二級河川
で佐′マ川、相浦川に次いで県で3位)の県内では大きな部類の流域の河川になります。
●川棚川の流域の人回は約2万人で、主に川棚町の下流部と波佐見町の上流部に人□が集中、その中間部の
川沿いは広い平野が広がっており、諫早平野に次ぐ穀倉地帯となつています。
※川棚町、波佐見町の人口については殆ど変化がない。 (約28,7千人(Rl.6)→約27.2千人(R6.61(町役場HPより))

性 質 県

挑 ノ

(608fl)

石本ダム建設ラ定地

東彼杵町 川棚川は県が管理する三級河川

○流域面積 81.4km2(県内2位 )

○河川延長 19,4km (県 内3位 )
流 域

0石木ダムは三級河川川棚川の左支川の二級河川石木川に位置します。川棚川の河□から約2km地点に
石木川が合流し、その地点から約2km地点が石木ダム本体を建設する位置になります。
●ダム下流には代替宅地、貯水池左岸部には代替墓地が整備されています。

Ｎ＋

＝
協
町

4

蔵佐見町

<川棚川の治水対策の経緯 >

●昭和31年 8月の洪水を契機に、昭和33年から河川改修事業に着手。
※既往最大主義に基づき、昭和31年洪水の実績降雨対応

●昭和42年 7月の洪水を契機として野々川ダムの建設に着手。

●昭和50年度に多目的ダムとして石木ダム建設採択。
※最新の河川法、技術基準に基づき、1/100計画規模

●平成2年 7月の決水を受け、川棚川上流部と支川の災害復旧助成事業
による河川改修を実施。
●平成 9年 二級河川川棚川水系工事実施基本計画の策定
●平成17年 川棚川水系河川整備基本方針の策定
●平成19年 川棚川水系河川整備g十画の策定

●令和4年度までに、江川橋上下流付近の河道拡幅 (山切り)、 河床掘削
が完了し、石木川合流点下流の河川改修は完了

中

■  :轟 早地点及び正常流量31足地点
争 J「 流域界
………Ⅲ ;市町村界

ュ :員贄
馴区間

3.事業の概要 <石木ダムの位置>

ダムエ事の凡例

7 
ダム本体

―
 付替遺路

ダム建設ラ定地

代替宅地

代善墓地
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3.事業の概要 <石木ダムの目的>

●石木ダムの目的は3つあり、「①洪水調節」「②流水の正常な機能の維持」「③水道用水(新規利水)」です。
目的の①と②は、県が約185億円→約273億円の事業費を負担し、うち国土交通省から72の補助を受けています。
目的の③は、佐世保市が約100億円→約147億円の事業費を負担し、うち厚生労働省及び国土交通省から
1/3～ 1/2の補助を受けています。
●事業は県と佐世保市の共同による多目的ダムによる建設ですが、県が施工主体として進めています。
なお、浄水場等の水道施設の建設事業は市が厚生労働省及び国土交通省の補助を受け別途進めています。

O石木ダムの目的 洪水調節容量=治水容量O貯水池容量配分図
ダム天璃報高 EL 73.6m

川棚川の治水基準点である山道橋地点において、基本
高水のピーク流最呵,400m3/秒を既設野ノマ川ダムと石
木ダムで1,130m3/秒 に調動するため、石木ダムでは
治水容量 1,950,OOOm3を確保する。

サー井 ジネ位 巳 69.8m

ダム高

55。4m

現在使用している水道用水1日当たり22,500m3(ぅ
ち佐世保市15,OOOm3、 川棚町孔500m3)、 ダム下
流の農業用水、河川環境を維持するための水源として、
不特定容量 740,OOOm3を確保する。

○事業費

総事業費 :285億円→420億円佐世保市の水道用水1日当たり40,0∞ m3を確保する
ための水源として、新規利水容量2,490,OOOm3を確
保する。

※利水容量=O1740.OOOm3+⑥ 2,490,OOOm9=3,230,OOOm9

河川事業 約185億円→273億円 (国土交通省補助1/2)
水道事業 約100億円→147億円

〔略蟄醒冨笠塞健魯霜訊|チB~1/2〕 6

洪水調節
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利水害量

治水害量 1.950,000m3

基礎地盤 阻 18.2m

常時溝水位 EL 63.3m

量低ホ位 阻 44.2m

堆砂害量

3.事業の概要 <ダムの諸元>

河 川 名 2級河川 川棚川水系石木川

位   置 長崎県東彼杵君B川棚町岩屋郷地先

型   式 重力式コンクリートダム

総貯水容量 5,48αOOOm3

有効貯水容量 5,18αOOOm3

堤    高 554m

堤 頂 長 2340m
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3.事業の概要 <事業計画と進捗状況>

,|■ B・・

事業の進捗

令和5年度末時点の執行済み額 :約2104億円
進J歩率 :約 50.1%

年度迄

α4億円

付ヽ替町適川原木場線

ノ

'I

ｔ・・年一≡
（ヽ一口門 ‥  既設迫路

一
 施工中

―
 未施工
施工済

Φ  貯水池範囲

一
　

・

一

１

ど
、

○石木ダムの付誉道路計画
ダム建設により現道の一部区間が水没するため、県道1路線、町道4路線、農道1路線の合計6路線、約7kmを付け替えます。 8

4.事業の町要性等<目的>決水調節

①洪水調節
～大雨時の川の増水による被害を軽減し、人々の命とくらしを會ります。～

280m3/秒

0計画高水流量配分図 (単位:ポ/秒) 野々川ダムにおける洪ホロ節状況

野々川ダム

(1,4
川編川 計画規模1/1∞の雨による洪水

を既設の野′マ川ダム、河川改修及
び石木ダムの最適な組み合わせに
より安全に流す計画です。

80
石
木

大

　

構

　

湾

1:

【凡例】
口 :基準点

(上段)1基本高水のビーク流量
下段 :1十四高水流量

石木川含流点より下流の河川改修
は既に完了しています。

-2

9

ゲムができると日日■

大雨の時に、上流からの水をダム

にためることで、下流の川に流れる

水の量を減らし、下流の洪水

を軽減する。

計画競浪1/100の対象降開量

計画高水流量

1,130H/秒

税時点て計園規模の降爾があつた場合、
野々川ダムで洪水胴鰤後の魔量 1,320nヽ/秒

現在の河道の流下能力

石木ダム尭成後の洪水関節後の議量
11130∬ /秒

イi木ダムに水をためるこ

とにより、山述桶地′kで
19h1/秒 の流 lllを イ

`t減

石木ダム

280

陣川禍



4.事業の町要性等 <目的>洪水調節 011棚町の過去の洪水被害)

発生年月日
雨量 (mm)

川棚町全体の被害l犬況 (川棚町役場調べ)
3時間 24時間

昭和23年 9月 11日 1876 384,2 床上浸水8∞戸,床下浸水1,2∞戸、合計2,OOO戸

昭和31年 8月 27日 1875 2795 床上浸水251戸,床下浸水550戸、合計801戸

昭和42年 7月 9日 1728 2228 床上浸水15戸,床下浸水コ13戸、合計128戸

平成2年 7月 2日 1400 3482 床上浸水97戸 ,床下浸水287戸、合計384戸

川欄町の過去の洪水被害

潜水の状態で流れ る

"I棚
川 (平 成 2年 ,月 2日 岩 立か ら撮 影 )

昭和42年 7月 9日洪本の状況
槃道Ⅲl録
=田
僚石本文と点 黒返Ⅲl樹練虚点0近

県道jl樹有口a 石木地区,近

平成2年7月 2日洪水の状況

L

‖棚

“

I江川積上流在岸 (H272)

4ェ _

道路

川縄 中学校

10

4.事業の財要性等 <目的>流水の正常な機能の維持

②流水の正常な機能の維持
～渇水時も水の流れを安定させ、既得用水 (農業用水、町水道など)の確保、水生生物の生息環境 。景観を保全します。～

○川棚町の渇水被害実績
(石木ダムパンフレットより 川棚町役場調勾

平成6年の渇水状況 (山道士隠)

○既得用水の確保・ 安定化
現在、川棚町は石木川と川棚川から併せて7.500m3/日 取水しています。
また、佐世保市も川棚川から15.000m3/口 取水しています。
ダムができることにより、既得用水の安定化が図れます。

ダムができると E日 日

日照りが続いた時にもダムから水を

流し、川を流れる水の量を安定させ、

以前から取られている水適用水や

農業用水などに必要な水を確保す

る。また、魚など川の生き物の生

環境を守る。

昭和42年7月
7月 17日～10月 11日 (87日間)
本田40%用ホなし。みかんも打撃を受ける

昭和49年 1月 19日間の干ばつ複害

昭和49年8月 23日口の平ばつ嶺書

昭和59年8月

r節ホのお願い」チ″ 配布
B串用本の5“をホ菫ホとして使用
毎日700maの 本不足、2田の節ホ要爾

平成眸 8月

r輪ホ

“

眼」のお知らせ轟札
8月 27日から′ヽルアロ整による綸ホロ臓
工場。事嘉所へ麟ホ協力微瞬
※実歯H常の障爾により解除

平成17年6月
r節求のお願いJ巧レB布
工B・事韓所へ節本協力依額

発生年月 摘  要

11



5.事業の経緯 <主な経緯>
◆昭和48年度 石木ダム実施計画調査採択、着手

◆昭和 50年度 石木ダム建設事業採択、着手 (治水:計画規模1/1∞、利水:1日当り取水量6万m3)
昭不日57年 5月 21日 土地中又用法に基づく測鼠 (～ 6月 3日 )
平成 2年 7月 2日 集中豪雨により川棚川流域で氾濫被害 (川棚町で384戸の浸水被害)
平成6年 8月～平成7年 4月 佐世保市大渇水 (264日 間制限給水の被害)
0平成 9年 11月 29日 石木ダム補償交渉委員会と損失補償基準協定書締結
平成 12年 1月 21日 代替地造成工事着手  (14年 6月 に完成)
平成 15年 6月 3日 代替墓地造成工事着手 (15年 10月に完成)   「事業継続は妥当」と市長へ笞申
平成 16年 11月 15日 佐世保市水道水源整備事業再評価監視委員会 計画取水霞を6万m3から4万m3に変更
◆平成 17年 12月  9日 川棚川水系河川整備基本方針の策定 (河川法第 16条)
◆平成 19年 4月 24日 川棚川水系河川整備計画の策定   (河 川法第 16条の2)
◆平成20年 3月 29日 県条例に基づく環境影響評価の手続き完了
0平成21年 11月 9日 九州地方整備局へ事業認定申請書提出
■平成22年 3月 付替道路工事の着工 (中断)
◎平成23年 7月 26日 ダム事業の検証に係る検討結果を国へ提出
◎平成24年 6月 11日 国がダム事業継続とする補且も金交付に係る対応方針決定
0平成25年 9月 6日 事業認定告示
■平成26年 7月 付替道路工事の着工 (中断)
0平成26年 9月 5日 収用裁決申請及び明渡載決申立 (迂回道路部)⇒ H27年8月に権利取得
0平成27年 7月 8日 収用裁決申請及び明渡裁決申立 (ダム本体音8)⇒ Rl年 9月に権利取得
◆平成27年 8月 3, 10,24日  県′ム`共事業再評価 (継続実施)⇒ 令不E4年度完成
平成27年 11月 30日 事業認定取消訴訟提訴 (被告は国)⇒令和2年 10月 8日上告棄封lの決定 (最高載)
0平成28年 5月 1‖ 日 収用載決申請及び明渡裁決申立 (中・上流部)⇒ Rl年9月に権利取得
E平成29年 1月 29日 付替道路工事の本格着工 (施工中)
平成29年 3月 6日 工事続行差止訴訟提訴 (被告は県・佐世保市)⇒令和4年9月 16日上告棄封lの決定f最高裁L
◆令和 元年 9月 30日 県′ム`其事業再評価 (継続実施)⇒ 令和7年度完成
■令和 3年 9月 8日 ダ て芹 岸 1百部‡凧肖lD ttT(柿 T中う

12

0河川整備計画・環境アセスメント・ダム検証・事業認定における手続きなど、あらゆる機会を通じて意見
交換会や説明会を実施してきました。延べ約2,OOO名が出席、計306件の意見書提出がありましたが、そ
の都度、それぞれのご意見に対し県の考え方をお示ししてきました。

①河川整備基本方針・河川整備計画策定 (河川法)
川棚川水系河川整備計画検討委員会平成17年 10月 14日～平成19年 1月 23日 11回開催
成

成
平
平

平成 19年7月 19日 長崎県環境影響評価条例に基づく準備説明会 (川棚町′ム`会堂)

18年 10月 19日
18年 10月 24日

川棚川水系川づくり意見交換会 (波佐見町総合文化会館)15筈 出席
川棚川水系川づくり意見交換会 (川棚町

′ム`会堂)    82筈 出席

②環境アセスメント (県条例)
長崎県環境影響評価審査会 平成19年9月 6日、10月 16日、11月 14日 3回開催

59名出席

③ダム検証
今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 平成24年4月 26日 開催
平成23年 2月 18日～3月 22日 ダム検証におけるパブリックコメント  意見書提出蟄116件 (74筈 )
平成23年 3月  6日  ダム検証における意見交換 (川棚町中央′ム`民館)         190侶 出席
平成23年 3月 11日  ダム検証における関係住民説明会 (長崎県央農業共同組合川|】:支店) 82筈 出席

④事業認定※1(土地収用法※2)

社会資本整備審議会 平成25年6月7日
※I事業のアム`益性について判断するのが事業認定
※2基準に適合する事業ズ)｀を判断するための手続について定めてしヽるのが土地収用法

開催

平成21年 10月 23日 土地収用法に基づく事前説明会 (川棚町公会堂)         約200名出席
平成21年 11月 6日  土地収用法に基づく事前説明会 (長崎県央震業其圃組合川棚支店) 約 150名出席
平成21年 12月 7日～21日 事業認定申請図書の縦覧期間中の意見書の提出         190通
平成25年 3月 22日～23日 事業認定′ム`聴会 (川棚町公会堂)賛成反対の′ム`述人20組 拷聴者約200名 出席

5.事業の経緯 <事業説明会等の主な開l荏】犬況>
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5.事業の経緯<用地取得と土地中又用法の手続き状況>

●用地の進捗状況は、8割以上の地権者の皆様に協力を得ましたが、残る用地については、土地Ⅲ又用法の手
続きにより権利を取得しました。①迂回路きBの用地については平成27年6月、②ダム本体部の用地及び
③中。上流著日の用地については令和元年5月に権利取得裁決。明渡裁決がなされ、令和元年9月までにすべ

ての土地について権利取得しています。

③中・上流部の用地
手続開始を申立てた土地の含まれる範囲
89,892. 57ド
(使用部分43413mク )
家屋9件、公民館 1件
(令不B元年5月 21日 裁決)

②ダム本体部の用地

裁決申請した土地の含まれる範囲
30,754,39席
家屋4件、小屋 1件
(令和元年5月 21日裁決)

①迂回路き8の用地
既に裁決された土地の含まれる範囲
5,474.58∬

(平成27年 6月 22日裁決)い■!'

貯水池

■BE日 日 既設道路

―
 施工中

―
 未施工
施工済

⌒  貯水池範囲

タル谷線

恥

付替県適工事 1工匡 (ダ る区聞)
14

事業認定取消訴訟 :平成27年 11月 30日 に、事業認定手続きの連法性や事業の公益上の必要性を争点として、反対住

民等が国を被告として提訴しましたが、令和2年 10月 8日に最高裁の決定 (上告棄却・上告不受理)

が示されています。(国勝訴)

工事差止訴訟 :平成29年 3月 6日 に、工事により人格権等が侵害されることを争点として、反対住民等が長崎県口佐世保

市を被告として提訴しましたが、令和4年 9月 16日 に最高裁の決定 (上告棄却・上告不受理)が示されて

います。(長崎県日佐世保市勝訴)

事件名 原告 被告 H26 H27 H28 H29 ‖30
H31
Rl
R2 田 R4 R5 R6

D石木ダム事業認定
処分取消請求事件

「

地権者等
106名

q土交通空
L州地方整情
議長

H2711( 長崎地裁
H3079判決 1129 R21
(却下

旨受理甲立

学楽却・上や

て

不受理)

24名 H2712 長崎地裁
尋長

⊃石ホダム建設工事並
びに県迎嘲明劇鵬

“

毎
競衛建止騎求事件

膵

噛権者等
270名
長崎県
陸世保市

‖29,3や提攘 閣 R31021判 決 R491
(棄却 )

ェ告受理中

告棄却iと

Eて

'不

受理)

505名
長崎県 12822申 立 ―

一
H281220,

け

Э通行妨害禁止
仮処分命令申立事件

※①と②は別事件

長崎県

妨害者
①23名
②19名 ≧臨

H28102E
申立

16名 )

)29

こ  出
ζ中10名 )

翅

付轡町道川原木場線

5.事業の経緯<訴訟関係>

勝 崎地裁   の 長崎地裁佐世保支部 D 福岡高裁 最高裁
15



●工事現場では、反対住民等による座り込みが続いていますが、工事請負業者、反対住民等双方の安全性を

確保しながら、ダムの早期完成に向け工事の進捗に最大限努力しています。

16

′ ＼ ＼
(

江川橋 γ

/

河道拡幅 (山切り)状況
＼

た

ヽ

＼

,驀

ダム本体工事 (写真①)

0川棚川の江川橋上下流付近において、令和4年度までに河道拡幅 (山切り)や河床掘削を行い、石木川合
流点より下流の河川改修は完了しています。

l ,I

河床掘削状況

ヽ

河道拡幅 (山切り)完了

コ〕

17



6.事業の進捗状況 <進捗率>
・石木ダム建設事業は、平成29年 1月の付替県道工事着手より、途切れることなく工事を進めています。
・ダム本体工事期間に利用する迂回道路区間も音実に進捗しています。
・事業にИ要な残る用地については、全て令和元年5月 21日に収用裁決、明渡裁決がなされ、同年9月 19日
をもって所有権を取得しています。
・令不□6年3月末の事業進捗は、新事業費ベースで約50.1%〔 210,4億円/420イ意円〕となつています。
・現在は、本格的なダム本体工事着手に向け、ダム本体左岸側基礎掘削、付替県道工事、付替町道工事、環境
調査等を実施しています。

補償基準 H9,11補償基準妥結 (地権者との用地補償等に係る基準はすべて妥結 )

用地取得

(  79  /  79 ha)

家屋移転

( 54 / 67 戸 )

付替県道

( 1,70 / 3.16 km)

その他付替道路

( 0,74 / 3,73 m)

20%

本体工事
0% 未実施

( 21 ノ 19o 千m3) コンクリート打設 ( 0 イ 157 千n3) 試験湛水

18

I.事業期間の変更
事業期間 令和7年度 ⇒  令和 14年度 (7年延長)

1.付替道路・ ダムサイト周辺での反対住民等への影響を
考慮した施工計画の見直しに伴う工期延長 ⇒約 6年延長
⇒付替道路及びダム本体音[における反対住民等の座り込みにより、工事現場内の安全性

を確保しながらの施工に伴う工事の遅延
⇒工事現場内の安全対策等を考慮した仮設工の追加に伴う工期増

2.労 働基準法改正による工期延長 (樹き方改革 )     ⇒約 1年延長
⇒完全4週 8休 (土日完全閉所)によるコンクリート打設可能日の減 (休日・祝日前
芋」設不可)によるコンクリート打設工期の増
⇒ 1日の最大方l動時間の引き下げによる工期増

石木ダム事業の工程

工 種 平威20年嵐 平成ao年嵐 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和0年臓 令和0年慶 令和10年嵐 01頌

“

年察

'和
12キa ,和 13年 霞 ●れ11年度

用地取得

付管道路工事

付警道路工事

メム本体工事

その権付帯工事

試験巌水

幣

7.事業計画の変更 (工期の変更)

クリティカル′くス   19



7.事業計画の変更 (工期の変更)
1

●付替道路工事やダム本体工事は進んでいますが、現在でも2か所において、反対住民等による座り込みが続いています。
0こうした行為に対しては、工事請負業者、反対住民等双方の安全性に配慮しながら正事の進捗に最大限努力しているものの、施工効率の低
下により大幅な工期の遅れが生じています。また、工事現場内における双方の安全対策を考慮した施工計画の策定により、新たな工事用道
I各や仮設工が跡要となり、者工不能期間及ぴ座り込み等による効率低下と合わせ、約6年遅れることになりました。

座り 活動の状況変化

O付替県道工事の主な経緯
くヨ

平成22年 3月～7月 着エ

話し合いのため中断

平成20年 7月～8月  着エ
平成を6年 0月 通行妨害雑止

仮処分命令申立l決定が出るまで中断)
平成27年 3月 通行妨害禁止仮処分決定

平成27年 5月 工事再開
平成20年 1月 契約工期終了

平成28年 2月  反対派が工事差止仮処分命令申立

平成28年 7月 工事再開
平成28年 18月 通行妨書熱止

仮処分常令中立
平成20年 12月

0月 1号格完成
2月 3号精着手
6月 6号禍完成

作業層二機の周りでの座り込み状況

協内の運搬道路での座り込み状況

施工箇所 (霊土区間)での座り込み状況   廊工箇所 (ダムサイト右岸)てのテント設E期

●●中 ● A4設通路

一
 施工ф

一
 未籠エ
廂行済

苧  貯水池範囲

IEi本協線

″
r

年

年
年

和
和

和

令
命

令

施工体制

日最大打設時間

打設期間

本体工事

4週8休

11時間

604日

(19.9ケ月)

47か月

4週8休
(土日完全開所)

10時間

988日

(325ヶ月 )

114か月
先行掘削工事含む

付替
『
J適

1交替

384日増
(12.6ヶ 月増)

67ヶ月増
基礎掘削等

平

IH‖ 楽

20

労働基準法改正による工期延長 (働き方改革 )

●働き方改革によるダムエ事積算資料の改定 (令和3年3月 )に伴い、完全4週3体制 (土日完全閲所)
前打設作業が不可含ヒとなりました。
0これに伴い、本体打設期間は約600日から約990日となりました (約390日増⇒12.6ヶ月増)。

、休日

表 打設期間と本体工事期間

,■

2

反対住民等による

座り込み箇所

Aゲート

7.事業計画の変更 (工期の変更)

働き方改革を踏まえた改定
(1)超 過勤務を前提とした 2交代最大 22時間勤務から超過動務を前提としな
い 2交代最大 16時間勤務に変更.

(2)ダム本体コンクリー ト打設において、必要な作業が休臓作業とならないよ
うな打設スケジュールに変更。

ダムエ事積算資料の改定の概要について

2 ダムエ事積算歩掛を実態鴻査の結果を踏まえて改定
(1)施工形態の変化により歩掛改定を行つた工種 【2工種 10項 目】
0うダム土工 (岩石掘削)、 r2コ ンクリートダム堤体工 (ヨ ンクリート締固め)
(2)労務、資機材の変化により歩掛改定を行つた工種 【3工種 4項 目】
C)コ ンクリートダム堤体工 C由脂消費豊)、 (多ヨンクリートダム堤体工(RC
D工法)、 Oポーリンググラウチングエ (′ 一`方ッションボーリング)

3 適用
改定肉容については、令和 3年 4月 1日 以降に入札手続きを開始する工事から
適用する。

R3326

21



7.事業計画の変更 (事業費の変更 )

Ⅱ.事業費の変更
全体事業費285億 円 → 420億 円 (135億円の増額)

1.事業進捗により判明した要因による増   ⇒  鏑 67億円贈
①測量設計費の増               ⇒
②基礎処理計画範囲の追加による増       ⇒
③工事現場内の安全対策等を考慮した仮設Iの追加⇒
④切土掘削法面の追加対策による増       ⇒

増
増
増

増

円
円
円

円

億
億
億

億

９

８

０

０

２

１

１

１

約

約

約

約

2_工期延長に伴う贈 ⇒  約 12億 円増
⑤働き方改革等による工期延長に伴う増
⑥測量設計費の増

約

約

⇒

⇒

　

⇒

１

１

■
１ 増

増
円

円

億

億

3_社会的要因の変更による増 約 3 7億円憎
⑦′ム`其工事関連単価等の見直しによる増
③消費税率の変更による増

⇒

⇒

　

⇒

約32億円増
約 5億円増

約 19億 円憎4_リ スタ対策費による贈
③リスク対策費による増 ⇒  約 19億円増

67

22

従前は

つた付近も、
一リングコア

り、コアを
きるよう
つた

岩ヽ盤

五
，
‐一
．＝
．
オ・

蠍

ぷ
郵

ぃ

儀

“て

Tr.
|十

ｉ

ｔ

，

井

お れ

I

!1

● ●●
●

ケム4

●R2以降追加Eほ査箇所 :

手

ト
ー

≡

①測量設計費の増 (約 29億円増)のうち、本体地質調査の追加 【約14億円増】
●ボーリングコアの採取率向上やボアホールテレビによる子し内の状況確認といった地質調査の技術向上に伴い、
より精度を高く基礎処理範囲や本体掘削範囲の確認をするため、追加の地質調査が財要となりました。

調査・解析技術の向上に関する説明写真

ボーリング乳の壁面をカメラで直接撮影して画像化 (BHTⅥ することで、コア写真に
比べて正確に層理面や害」れ目のなどの不連続面の状況を鮮明に確認できるようになつた

ｌ

ｒ

ｌ

ｌ

(ボーリ

(BHTヽ /画像)
※BHTV=ボアホールテレビ

層理面・割れ目
などの不連続面

7.事業計画の変更 (事業費の変更)

●ダム本体地質調査の追加

ダム本体周辺地質調査 (S娼～H21)94本

ダム本体周辺地質調査 (R2以降追カロ調査箇所)34本
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7.事業計画の変更 (事業費の変更)
1.事業進捗により判明した要因による増 約67億円増
@基礎処理計画範囲の追加 【約18億円増】
0旧計画では、従前の地質調査結果を基に最低限の銅囲で基礎処理工を計画してしヽましたが、調査 。解析技術の進歩な
どを背景に、個′マのダムの基礎地盤に廠じた合理的な基礎処理計画の立案が懲要となりました。
0そのため、施工時には最大F良の範囲となることが想定されますが、追加調査による地質解析を行しヽ声ょがら、地山の奥
行方向の難透水層の高まりが見込まれる範囲まで、最適なカメヾ―範囲となるよう検討しています。

孔 配 置 口 (一般部 )

■

:

・パイロット孔間隔12mと し、
中央内挿法によリグラウチング
を行う
。計画孔は3次子しまでとし、
改良目標値を満足するまで追加
孔を行う
。改良目標値達成後、斜めの
チェック子とにて確認する

24

防音対策を行いながらの縄削状況

カーテングラウチング
は通廊内から施工する

1 事業進捗により判明した要因による増 約67億円増

‥・ ‥  既設道路

―
 施工中

―
 未施工
施工済

→  貯水池範囲

r,

◎パイロット■
01次孔
②つ次軋
③ 3k■■
Cチ エノ́ VL

上
、

ｒｔ

ア i

基礎処理計画範囲 (地質断面図表示 )

/
掛

現時点計画 最大限

旧計画
地質調査及び掘削面解析から得られたデータを基に、
基礎処理計画 (カーテングラウチング範囲)を見直し

＼

7.事業計画の変更 (事業費の変更)

③工事現場内の安全対策等を考慮した仮設工の追加に伴う増 【約 10億円増】
0工事現場内で座り込む反対住民等と、工事請員業者双方の安全対策等を考慮した施工計画の策定により、新たな工事
用道路や仮設工が跡要となりました。日反橋、切取防護柵、橋梁下部工施工時の矢板設置等)

付替県道6号橋付替県道3号稿
代轡墓地付近

付省県道5号橋

付替町道橋梁②

付替町道橋梁①

付替県道4号橋

付替県道3号橋・代替墓地

貯水池
,II

!●

25



7.事業計画の変更 (事業費の変更)

0 囲

路
　
　
　
　
範

道

中

工

済

池

設

工

施

工

水

既

施

未

施

貯

町道岩屋2号線 付香道路法面状況

④切土掘削法面の追加対策による増  【約 10億円増】
●付替道路工事において、岩盤線が想定よりも深い位置で確認されたり、一部脆弱な岩盤層等が確認されたた
め、法面対策工事を追加するあ要が生じました。また、今後の付替道路施工箇所でも同様の事例が想定され
ることから、対策費用を計上します。

ダム下流付近付替道路法面対策状況

ダム下流付近付替道PS法面対策状況

3号稿付近付替造路法面対策状況

曽水池

3号橘付近付蒼遭路法面対策状況

1.事業進捗により判明した要因による増 約67億円増

法面対策箇所

26

2.I期延長に伴う増 約 12億円増
⑥働き方改革による工事期間増に伴う損料費等の増 【約 11億円増】
●l動き方改革により本体コンクリート打設期間が約13ヵ月長くなつたことにより、打設設備の1幾械損料費が
増加しました。
●完全4週8体制 (土日完全閉所)を実環するための費用として、労務費、機械損料費の補正により費用が増加
しました。

⑥測量設計費の増 工期延長に伴う調査期間増 【約 1億円増】
●調査期間増 (～R14)により追加調査 (水文調査の延長及び環境調査モニタリング)を計上します。

●水文・環境調査 (R7→ R14)

流量観測
水文調査

°景冒亀区

1気象観測 |

●流量観測箇所

0気象観測箇所
0地下水位観測箇所

希少種移植先の
モニタリング調査

地下水位観測

い゙日
'お

‐a

希少種移植先の
モニタリング調査

7.事業計画の変更 (事業費の変更)

①測量設計費の増 (約 29億円増)のうち 測量、ダム設計、道路設計、l反設工設計の追加 【約15億円増】
O②③④で示した通り、ダム実施設計、道路詳細設計、道路法面設計、仮設工設計など、当初想定していなかっ
た事象への対応のため、測量費用及び各種設計費用を増額しました。

環境田査

ゲンジホタル

●

'勇連

:.rヶ
オジロサナエ
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7.事業計画の変更 (事業費の変更)

⑦公共工事関連単価等の見直しによる増 【約32億円増】
●前回の事業再評価 (令不□元年)以降、労務費及び技術者単価、資機材単価等が上昇したことにより、約32
億円増となりました。

3 因の変更による増 約37億円増

28

3.社会的要因の変更による増 約37億円増
⑧消費税率の変更による増 【約5億円増】
●前国の事業再評価 (令和元年)以 B等、令和元年10月に消費税率が変更 (8%→10%)されました。
●消費税率の変更により、令和元年以降の事業費に対する消費税の変更増分の約5億円が増となりました。

消費税率 当該税率施行時期

前回再評価時点
(令和元年度)

8% 平成26年4月

今回再評価時点
(令和6年度)

10% 令和元年10月

労務・資材・損料等上昇率 (R元年度 =生 .00)

生40

一
工事労務単価

―
設計業務技術者単価

・―‐建設資材価格指数

建設機械等損料

一
治水デフレータ

130

120

110

100

R3 R4 R5 R6

7.事業計画の変更 (事業費の変更)
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7.事業計画の変更 (事業費の変更)
4.リ スク対策費による増 約 19億円増
◎リスク対策費による増 【約19億円増】
●令和5年 6月 16日付け、国土交通省水管理・国土保全局治水課事務連絡「ダム事業における適切な事業監
理について (参考周知)」 に基づき、事業評価年以降の社会的要因 (物価上昇等)への対応としてリスク対
策費を追加計上します。
●リスク対策費は、事業評価年時点の残事業費の10%を計上します。

物価上昇の考え方 彎国土交通省

変更総事業費 ③

王見時点辛丸行額
残事業費

Cl=285億 円+116億円
=401億 円
C2=210億 円
C3=Cl― C2
=401億 円-210億円
=191億 円

物
価
上
昇

∴リスク対策費増費用
C=C3× 10%≒ 19億円

基準年 評価年 完成年

【長崎県の事業 (①決水調節 ②流水の正常な機能の維持)における投資効果】

◆費用対効果(B/C)

◆感度分析

残事業費 残工期 資産

+1011 十oll -10% +1011 」
=Oll

-1011 +1011 +0% -1011

全体事業(B/C) 107 111 1ヽ5 1.10 111 1.12 1.12 111 1,09

残事業(B/C) 3.52 412 50ヽ 409 412 414 4.24 412 400

〔費用〕
・ダム建設に要する事業費 (工事費、用地費)、 ダム維持管理に要する費用
〔便益〕
・家屋、家庭用品、事業所、農作物、

′ム`其土木施設等の直接被害に対する便益、
営業停止、応急対策費等の間接被害に対する便益、流水の正常な機能の維持に対する便益
〔プラス要因〕
・流水の正常な機能の維持に対する便益の増加
〔マイナス要因〕
・ダム事業費の見直し、工期の延長
〔その他の要因〕
・治水経済調査マニュアル (案)の改訂 (R6.4)
・各種資産評価単価及びデフレーターの改正 (R5.6)

30

てリスク対策費(残事業費の1降の社会的要因(物価上事

。事業評価の際の物価上昇の考え方は以下のとおり。
●基準年から事業評価年までは、すでに公表されている労務費単価等を用いて物価上昇額
を算出(①の部分)。
●事業評価年以降の物価上昇は計上せず事業評価年の単価で事業費を積上。(②の部分〉
●

【リスク対策費計上の趣旨】
ダム夢業は、他の事業と比べ、多くの住民との合意形
成等が跡要なことや、多種多様の工事工程が関連性を
持って積み重なつていることなどから、長期の工期とな

工期延伸に伴う追加費用が生じるリスクが高い。
これらのダム事業の特徴を踏まえ、事業費増のリスク
ヘの対応のため、リスク対策費を計上することとなった。

至。また、

8.事業の町要性等 <事業の投資効果>

項 目
前回評価(令和元年度)

(社会的割引率4%)
今
町幽鏑歪l黒

年度)笹
灘 黙霜謝翼苛

残事業 11.71=180.2億 円/15.39億円 4.12=213.6億円/51.8億円
2%の場合 B/C〓 438
1%の場合 B/C〓 457

全事業 1.21=384.7億 円/317.1億円 1.11=519.2億 円/468.4億円
2%の場合 B/C=129
10/。の場合 B/C〓 146
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以下の便益は、計測が不可能なため計上していない。
・家庭における平時の活動阻害  ・国、地ん′ム`共団体における癌急対策費用 (水害廃棄物の処理費用以外)
・交通遮断による波及被害   ・ライフライン切断による波及被害
・被災事業所の営業停止による周辺事業所への波及被害  ・人命等の人的被害
・リスクプレミアム ・高度化便益

8.事 業 の 町 要 B性等 <事業の投資効果・ B/Cで計測できない効果>

治水経済調査マニュアル (案)令和6年4月より
表-41 治水事来のス トック効果

イ 療森ガだ

イI ,f′

"′

声綺の声森臣益

1 
洪水過潜枚書の防止効ユを領本として担観すること。 ~~~I二

=!I二

!ユ ]

内ヽヽ菫の歳質書1ヴJ止珈果44の ストンク'りl単 と草来薬

Fヒ使′ヽ分を担担するi卜 は田節てかる.       図Jl 着水事業の経斎効果

たすることとしていた′サ1 水声毯 情f所にて ,「び生活を
'lい

るに 1主 人々は家ナドや家

本 マ ニ ュアアレ (葉 )Cは υt水 拒腋 に よ る直機 的 問城 的 な絞 省 の うヽ、とョ」▲坐と

※石木ダム案は、治水専用ダムでの残事業費で評価しています。 (H22.9「ダム事業の検証に係る
検討に関する再評価実施要領細目」による)

※ダム検証時に、「再評価実施要領細目」において示された26案を対象として、川棚川流域での適用
の可否を現行のダム案を含む8案について検討した結果、経済性等の観点からダム案が最も有利と判
断しました。
その後、川棚川の河川改修は完了したものの周辺の状況に大きな変化はないため、最新のデフレーター
で現在の価格を算出し確認を行いました。
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ヨII居野素
=TT｀

工瑶・B口 g■〔いた重便益として計上
しているもの

く
守

農漁竜の,■畠0濃よ機
'

′ョト表とな盤 公と■4■故.農ね、と■月

後

を

防

止

慎

茎

闘

猿

後

奮

便益として計上
していないもの

′A丼 .公と, ビスの停止 `″府

燎肝と蘭Ⅲあ営
`

9.代替案立案の可能性<治水>

対療案 1ダム案 2産水地案
その1

3遊水地案
その2 4放水路案 5河道掘削案 6]I堤案 7堤防嵩上げ案 8複合案

概要 ご
ケィとミ

(川棚川)

(石木川)

―

(川棚川)

_方

(石木川 )

(川棚川)

′生

(石木川)

~~・

<

(川棚川)

(石木川)

整

備

内
容

川棚川
河道掘削

導流堤
堰改築2

SI堤、築堤
河道掘削

橋梁架替5
堰改築 1

家屋移転41戸

堤防嵩上

排水機場4
橋梁架替5
家屋移転30戸

河道掘削

導流堤

堤防嵩上

排水機場 1

橋梁架替 1

石本川 護岸等

引堤、河遵掘削

橋梁架替5
堰改築3
家屋移転5戸

護岸等 護岸等

河道l屈削

橋梁架替5
堰改築3
家屋移転2戸

SI堤、築堤
河道掘削
橋梁架替5
堰改築8
家屋移転5戸

堤随嵩上

排水機場 1

橋梁架替5
堰改築8
家屋移転9戸

]I堤、築堤

河遭掘削

橋梁架替5
堰改築8
家屋移転5戸

洪水腕節施
設

ダム 進水地 採石場進水地 故水路

概算事業資 108億円 258億円 525億円 293億 円 284億円 281億 円 S05億円 255億円
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9.代替案立案の可能性<流水の正常な機能の維持>

対策案 1ダム案 2岩屋川ダム案 3貯水池案その 1 4貯水池案その2

概要

【石木すム諸元】
①利水容量

②流水の正常な機能の維持

③水適用水

1醇＼ ノ

【岩屋川ダム諸元】
①堤 高     :385m
②集水面積   :2,2km2
③総貯水審量  :800,Ol10m3
④流水の正常な機能の維持
: 71,OOOm3

⑤堆砂容量   :90,0∞ m3

デ`・

矛

【貯水池諸元】
①流水の正常な機能の維持

②携水ポンプ   :な し

【貯水池緒元】
①流水の正常な機能の維持

②排水ポンプ
:0120m3/s

概算事業資 39億円 167億円 182億円 156億円

※石木ダム案は、不特定専用ダムでの残事業費で評価しています。 (H22.9「ダム事業の検証に係る
検討に関する再評価実施要領細目」による)

※ダム検証時に、「再評価実施要領細目」において示された14案を対象として、川棚川流域での適用
の可否を現行のダム案を含む4案について検討した結果、経済性等の観点からダム案が最も有利と判
断しました。

その後、川棚川の河川改修は完了したものの周辺の状況に大きな変化はないため、最新のデフレーター

で現在の価格を算出し確認を行いました。

①事業の必要性等に関する視点
1)事業を巡る社会情勢等の変化
〇反対住民等が提訴した事業雷定取消訴訟、工事差止訴訟については、いずれも最高裁の決定がなされ、事業の必要性やI事の実施に
ついての事業者側の者えを支持する司法判断が得られています。
○川棚川では、想定氾濫区域内人□や建物等について、前回の令和元年課価時から大きく変化していません。
○地域から早期に完成を望む要望があり、また、地元

'II棚

町議会も「石木ダム建設に関する決議(H25.6.20)」 や、町長も令和4年 9月
議会の所信表明においてダム建設推進の立場を明確にしています。
〇気候変動に伴う線状降水帯の激甚化・頻発化による降雨や流量の増加、また異常渇水の発生による利水安全度のl氏下を者慮すれば、
本事業は今後ますます重要になるものと者えられます。
2)事業の投資効果
O事業を実施することにより洪水氾濫に対する治水安全度の向上が期待でき、浸水区域内の被害の軽減が見込まれるとともに、既得用水
の確保、安定化が図られます。
O事業を実施した場合における費用対効果 (B/C)は 1.11です。 (令和6年度評価)
3)事業の進捗状況
O既に8割以上の地権者の皆様に協力を得ており、ダム下流には代替宅地、貯水池左岸音8には代笞墓地を整備し、多くの地権者の方プマが
移転されています。
O令和 3年 9月にダム本体工事 (左岸掘削)に着手し、31き続き、途切れることなく付替道路工事を進めるなど、事業進捗を図ってい
ます。
O令和4年度までに川欄川の石木川合流点より下流の河川改修は完了しており、河川整備計画に位置付けられた工事は石木ダム建設を
残すのみとなつています。

②事業の進捗の見込みの視点
O働き方改革や工事工程の見直しを行つたことから、令和7年度の完成工期を令和14年度に変更します。
O早期のダム本体工事本格着手に向け、ダム本体工事期間に利用する迂回道路区間も着実に進捗しており、新事業費ベースで約50.1%
〔210.4億円/420億円〕 (令和5年度末)となっています。
O事業に跡要な残る全ての用地については、令和元年9月 19日 をもつて所有権を取得しています。
O事業の隊要性について、県民や地元住民にご理解とご協力を得られるように広報を行い、事業の進捗に努めていきます。

③コスト縮減や代替立案の可能性の視点
○治水や流水の正常な機能の維持について、現計画案 (石木ダム案)と硯計画案以外の代替案を比較検討し、最も有利な案は現計画案
(石木ダム案)と評価しています。
○設計段階や工事施工段階においても、工法の工夫や新技術の積極的な採用により、31き続き、コスト縮減を図っていきます。

石木ダムは、川棚川の抜本的な治水対策のために跡要不可欠な事業であり、早期に完成させる
町要があるため令和14年度の完成を目指し、『事業を継続』することとしたい。
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対応方針

(原案)

10.文ゴ応方針 (原案)
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